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【報告・紹介】
世界の貧困問題解決と地球的福祉の確立をめざして
―地球福祉研究センター設立記念シンポジウム「世界の貧困と地球的
福祉～グローバリゼーションを再考する～」報告
千葉大学大学院地球福祉研究センター特任助教授　
上村　雄彦
はじめに
　第 2次世界大戦が終了して 60年以上経った現在でも、世界から貧困はな
くなっていない。途上国では毎秒 3～ 5人、1日に 3万人近くの子どもたち
が、飢餓や栄養失調のために死んでいる。このような飢餓や貧困をなくすため
に、国連、政府、NGOなど多様なアクターがさまざまな努力を重ねてきたが、
1960年に 30倍だった貧富の格差は、2002年に 114倍へと大幅に拡大している。
　この世界の貧困問題を解決し、地球的規模で福祉を確立することが全人類
にとって喫緊の課題であることに疑いの余地はない。この重要性に鑑み、千葉
大学は 2006年 10月 9日に、世界の貧困問題の解決と地球的福祉の確立をめ
ざす「地球福祉研究センター」を人文社会科学研究科に設置した。これは、現
在同研究科が推進している 21世紀 COEプログラム「持続可能な福祉社会に
向けた公共研究拠点」と連合する研究センターとして設立されたものであり、
COEプログラムの性格に対応させて、思想と政策、研究と実践、大学、研究
機関、国連、NPO・NGOなどとの連携を柱に構成されている。
　標記のシンポジウムはこの地球福祉研究センターの設立を記念して、「持続
可能な福祉社会に向けた公共研究拠点」の協力を得て開催され、世界の貧困問
題の解決に向けて「地球的福祉」という概念を提起し、議論を行ったユニーク
な試みであった。
　特にこのシンポジウムには、マンチェスター大学環境開発研究科教授で、国
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際経済社会学が専門のジェフリー・ヘンダーソン（Jeffrey Henderson）氏、
パリ 13大学助教授兼チェンマイ大学客員研究員で、主に労働、教育、グロー
バル・タックスを研究されているブリュノ・ジュタン（Bruno Jetin）氏、成
均館大学教授で途上国開発における社会政策が専門のフクジュ・コン（Huck-ju 
Kwon）氏という当該分野で著名な研究者を海外から招聘し、記念シンポジウ
ムにふさわしい陣容で議論が行われた。
　古在豊樹・千葉大学学長のあいさつ、小林正弥・地球福祉研究センター長
のオープニングスピーチに続いて、ヘンダーソン氏がネオ・リベラリズムを議
論の俎上に上げた基調講演を行い、国際基督教大学の毛利勝彦氏がコメントを
行った。続いてジュタン氏は地球的福祉を実現する一つの手段としての通貨取
引税について詳細な報告を行い、筆者よりコメントがなされた。さらに、フク
ジュ・コン氏より開発における社会政策の重要性を説く報告がなされ、千葉大
学の小川哲生氏が補足の報告を行った。これらの報告とコメントを受けて、パ
ネルディスカッションが行われ、ここまでに出された論点についてそれぞれの
観点から議論を交わし、研究センターへの期待と今後の協力の可能性が述べら
れ、最後に千葉大学大学院人文社会科学研究科長の秋元英一氏のあいさつでシ
ンポジウムが締め括られた。
　以降本論では、それぞれの詳細について報告を行う。
シンポジウム報告
　オープニング―地球福祉研究センター設立の想い
　実は地球福祉研究センターが設立されたのは、古在学長のリーダーシップに
負うところが大きい。まずセンターが設立される前段階として千葉大学で「世
界の貧困問題をいかに解決できるか」という講義とゼミを NGOと協働して開
講し、300名を越える学生を集め、人気を博したことが紹介された。続いて、
学長自身が貧困と差別（父親の哲学者・古在由重氏が戦時中に戦争反対を訴え
たため）の中で育ち、貧困の悲惨さをまさに体験したがゆえに、その撲滅を心
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から願っていることが感動的に伝えられた。研究センターはそのような想いで
創られたのであり、その設立は、千葉大学で講義とゼミを行ってきた実績をベー
スに次の段階に移行した証であることが言明された。
　続いて、小林氏によるシンポジウムのあいさつでは、〝9.11事件以降、地球
的平和問題に取り組んできたが、貧困問題の深刻さにもかかわらず、紛争問題
ほど関心を集めていない点に鑑みて、今後は地球的福祉問題にも積極的にかか
わる〞という趣旨が述べられた。特に「国内福祉」に限定されてきた福祉概念
を拡張して「地球的福祉」という概念を思想的に提起し、それを実現するため
の方法を政策論として考究することが大切であり、これこそが新しく開設され
た地球福祉研究センターの目的であることが表明された。
　ネオ・リベラリズムを徹底分析する―ヘンダーソン氏による基調講演
　「グローバリゼーション、経済ガヴァナンス、貧困～地球的社会正義への道
～」と名づけられた基調講演では、まず世界的に見て貧困は減っているが、そ
れは中国での貧困削減が原因で、それ以外ではほとんど変わらないか、アフリ
カのように悪化していることが指摘された。そして、ほとんどの途上国地域で
は、1980年から 2000年よりも、1960年から 1980年の方が成長率が高かっ
たこと、格差は世界的に広がってきているという現状分析が行われた。その上
で、その原因はグローバリゼーションそのものではなく、ネオ・リベラリズム
にあると主張し、その分析に移った。
　ネオ・リベラリズムとは、①市場至上主義の現代的形態であり、経済活動の
すべての側面、特に近年では官僚組織や福祉改革にも適用され、②経済の調整、
資源のフローや価格にかかわる決定において、市場に決定的な役割を与え、③
私的セクター、私的所有権、そしてそれらの価値が社会の中で大きな役割を果
たさせるようにする思想であることが述べられた。政治的、イデオロギー的に
言うと、ネオ・リベラリズムは世界的に特定の資本主義、つまりアングロ・ア
メリカン資本主義を制度化させるものであることも付言された。
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　ネオ・リベラリズムは公的資源を私的主体に売り渡し、何よりも利潤と個人
の富の追求を強調する。そして、常に外国企業の利益に副い、「効率化」を追
求するために、市場をあらゆる規制から解き放ち、金融の効率化と費用削減を
強行することによって、「公的サーヴィス」のエートスや社会的つながりを破
壊していると論じられた。
　さらに、ネオ・リベラリズムは戦略的経済計画やネオ・コーポラティズムの
正統性を剥奪し、経済ガヴァナンスの金融化を進めてその本質をも変えている
が、ここ数十年の傾向を手繰り寄せてみると、貧困削減や不平等の縮小に貢献
してきたのは、逆にネオ・リベラリズムが変革しようとしている戦略的経済計
画やネオ・コーポラティズムであったと主張された。
　唯一絶対の「資本主義」というものは存在せず、多様な「資本主義」が存在
すること、その核心には異なる優先順位と福祉、社会正義に見合う多様な経済
ガヴァナンスのシステムがあること、経済ガヴァナンスのネオ・リベラリズム
化は地球的社会正義のためにならないこと、それゆえイギリス、オーストラリ
アなどの経済ガヴァナンスは模範とはならないどころか、歴史的に見ても稀な
形態であることが強調された。実際ネオ・リベラリズムは終焉を迎えようとし
ており、たとえば北欧、ドイツ、オーストリア、フランス、日本などの経済ガ
ヴァナンスをモデルに、新たなグローバリゼーションを探求しなければならな
いとの主張がなされた。そして、地球的社会正義の鍵は特定の福祉政策の探求
にあるのではなく、地球的・国内的経済ガヴァナンスの構築と優先順位付けに
あるとの結論で、基調講演が締め括られた。
　この基調講演に対し、毛利氏からは、〝①日本は本当にオルタナティブなモ
デルになりうるのか、②「地球的社会正義」と言った場合、「正義」とは何を
指すのか、③ネオ・リベラリズムのすべてが悪いのか、たとえば経済的な効率
を主張することは良くないのか〞などの質問が出された。ヘンダーソン氏は、
まず世界のどこにも「純粋な」モデルは存在しないことを明確にした上で、途
上国は自らの「ルーツ」を基盤にしたオルタナティブを考慮できる政治的空間
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を持つべきであるとの返答がなされた。
　地球的福祉を実現する手段としての通貨取引税―ジュタン報告
　ジュタン氏は、まず近年の通貨危機、銀行破綻などを挙げ、現在のネオ・リ
ベラル的なグローバリゼーションがうまくいっていないこと、世界の GDPが
34兆ドル、世界貿易と外国直接投資の合計が 8.9兆ドルであることに比して、
外国為替市場が 470兆ドルと急激に拡大していること、その巨大市場の中で
為替の変動が激しくなり、各国経済に大きな負の影響を与えていること、そし
て問題の根本原因は資本移動にあることを指摘した。その上で、大切なことは
各国の経済政策の自律性を回復することであり、その手段として資本規制と通
貨取引税があると主張し、資本規制の成功例として、中国、インド、台湾、シ
ンガポール、マレーシアを挙げた。
　続いてジュタン氏は、通貨取引税はジェームス・トービンが提唱したトービ
ン税をパウル・シュパーンが再設計した税の構想で、為替取引に対して通常は
低い税率をかける一方、変動幅が大きい場合は高率の税をかけ、投機を抑え込
みつつ、一定の税収を確保する 2段階課税であるとの説明をおこなった。彼
はこの構想に賛成する一方、シュパーンが通常時に 0.005～ 0.01％というあ
まりにも低い税率を提示している点を批判し、投機を抑えるためには通常時で
あっても 0.1％の税率が必要であると主張した。
　また、多くの通貨取引税支持者が決済時での徴税を主張しているのに対し、
ジュタン氏は取引開始時、ネッティング時、決済時などすべての時点で徴税は
可能であること、為替市場ではいまだに銀行が最大の取引者であるが、年々そ
の比率は下がり、逆に銀行以外の主体による取引が増加していること、銀行の
相場からの撤退を防ぐために、銀行とそれ以外の主体に対して異なった税率（銀
行に対しては 0.02％、それ以外の主体には 0.1％）を掛けることができるとい
うことも併せて論じた。
　その上で、この税による税収について、通貨取引税批判者が用いている数式
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を使いながら、いくつかのシナリオごとに試算し、すべての主体に一律 0.1％
の税をかけるシナリオでは、2001年に 800億ドル、2004年には 1250億ドル
が見込まれる一方、銀行に 0.02％、その他の主体に 0.1％の税をかけるシナリ
オでは、2001年に 573億ドル、2004年には 974億ドルになることを明らか
にした。これは、国連ミレニアム開発目標の達成も含めて、かなりの程度で地
球公共財を賄うことができることを意味しており、投機を抑えながら、地球公
共財のための税収を上げられるという点で、通貨取引税を導入する価値は大き
いという結論をもって報告を終えた。
　この報告に対し、筆者は特にジュタン氏が問題の根本原因として資本移動を
挙げている点、それを抑制する必要性について共鳴しつつ、5つの質問を投げ
かけた。まず、ジュタン氏が提唱している銀行とそれ以外の主体で税率を変え
るやり方は、税制を複雑にし、実行が難しくなるのではないか、という疑問で
ある。次に、通貨取引税を導入することによって、インフレと物価上昇を引き
起こし、結果として貧しい人々を苦しめることにならないか、ということを確
認した。第 3に、もしジュタン氏が言うように、通貨取引税がそんなにも素
晴らしいものであるならば、なぜ実現しないのか、実現を妨げている最大の障
害は何か、そして、通貨取引税を実現するためには誰が何をどうすればよいの
か、という疑問、第 4に、通貨取引税を実行するためには、そのための統治
機構やガヴァナンスが必要であるが、ジュタン氏はどのようなガヴァナンスを
描いているのか、という点、そして最後に、そのようなガヴァナンスをグロー
バルに創出するための具体的な道筋や国際社会の各々のアクター（国連、政府、
企業、NGOなど）の役割はどのようなものか、という問いかけをおこなった。
　これらの質問に対し、異なった税率をかけるという考えは通貨取引税反対
論者が提起しているものであり、彼自身は一律に 0.1％の税をかける方が良い
と思っていること、この程度の税率の通貨取引税の導入が物価を上げることは
ないということ、通貨取引税の導入を妨げている一番の障害は大手銀行、投資
ファンドなどの強力な金融機関であること、通貨取引税を実現する鍵は、とに
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かく市民社会によるキャンペーンであること、最後にガヴァナンスを考えるに
あたって、国連は不十分であることが言明された。
　途上国開発と社会政策―フクジュ・コン報告
　コン報告は、開発パラダイムには社会・経済開発統合アプローチと市場ア
プローチという 2つの競合するアプローチがあることを示した上で、途上
国開発と社会政策に関する 4つの論文を吟味した。社会政策は社会の保護と
いう本来の目的のために存在するだけでなく、経済開発にも資する点、〝国
家開発戦略に組み込まれた社会政策〞という意味の福祉開発主義（Welfare 
developmentalism）の 2つのタイプ、すなわち〝生産主義、全般的社会投資、
民主的統治〞を基盤とする包括的福祉開発主義と〝生産主義、選択的社会投資、
権威主義体制〞を特徴とする選択的福祉開発主義が紹介された。
　そして、多くの途上国が正統性を持った国家とフォーマルな労働市場の普及
という福祉国家の 2つの重要な鍵を欠いている中でグローバル化が進み、先
進国では福祉国家が認めた範囲でのみグローバル化が進められているのと対照
的に、途上国では先進国の「手先」としての国際金融機関によるコンディショ
ナリティーによって政策の自律性が著しく制限されている、との主張が紹介さ
れた。
　さらに、東アジアの開発福祉国家の 4つの類型（社会保険型、準備基金型
（provident fund based）、国家による社会援助型、開発福祉国家として近年台
頭してきた国々）が紹介され、そのいずれの国家もアジア通貨危機に見舞われ
たが、共通していたのは国際競争にさらされる中ですでに構造的な弱さがあっ
た点、その弱さを改革する努力が十分ではなかった点が指摘された。
　最後に、アジア通貨危機を契機に各国で開発福祉国家についての新たな理解
が深まり、たとえば、これまでほとんど実施されてこなかった失業保険が韓国
や台湾で急激に実施されるようになった事例を紹介しながら、社会政策の重要
性が論じられた。
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　このコン報告を補足する形で、小川氏は急激に進んでいる高齢化問題に触れ
た後に、彼が現在取り組んでいるソーシャル・クオリティー（Social Quality）
について、その定義と分析枠組、アジア太平洋地域での適用可能性と展望、高
齢化と開発におけるソーシャル・クオリティーなどを紹介しながら、開発にお
ける社会政策の位置づけと可能性を浮き彫りにした。
　地球福祉研究センターへの期待―パネルディスカッション
　3人の報告とコメントを受けて、パネルディスカッションに移った。まず、
司会の小林氏がこれまでの議論を整理した上で、地球的正義は公共哲学でも議
論になりつつある概念であること、「社会」と「公共」の違いも意識する必要
があること、そしてネオ・リベラリズムを否定した場合、それとは違う「もう
ひとつの」資本主義や市場経済はどのようなものになるのか、という問いかけ
から議論が始まった。
　ヘンダーソン氏は地球規模で持続可能な社会福祉を実現するためには、経済
開発、社会的平等、経済ガヴァナンスの 3つが不可欠であるが、特に経済ガヴァ
ナンスが重要であることを強調した。たとえば、〝ジュタン氏が提起した通貨
取引税についても、金融を確実に規制できる経済計画能力が政府になければ実
現は困難だと思われるが、現実には各国の財務省も中央銀行も巨大金融機関の
大きな影響を受けている〞との指摘がなされた。逆に、〝台湾やシンガポール
が通貨危機を乗り切れたのは政府がそのような制度的能力を持っていたからで
あり、持っていなかったタイなどはまともに通貨危機の影響を受け、困難に陥っ
た〞と論じられた。また、〝すべての経済システムは常に移行期にあるばかり
でなく、ハイブリッド（さまざまな要素が入り混じった状態）なので、ネオ・
リベラリズムの後に何か決まったものが現れるということでは必ずしもない〞
との応答がなされた。
　ジュタン氏は、グローバル・タックスは万能薬ではなく、貧困を撲滅するた
めには他の政策手段も必要であることを言明した上で、「もうひとつの世界と
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は何か？」ということについて、〝絶対的な答えがあるわけではないが、少な
くとも貧困も、不平等も、環境破壊もない世界、教育、医療、文化にかかわる
費用は無料で、共通の利益、連帯、民主主義を基盤とする世界である〞と論
じた。また、〝本日のシンポジウムを含めて知的な議論やアイデアは、現実の
政治や政策に確実に影響を及ぼすので、想像力を十全に働かせて、より良いア
イデア、原則、政策を形作っていくことがとても大切だ〞との意見も出された。
最後に、〝NGOのすべてが社会にとって良いとは限らないということも考慮
しながら、あらゆる関係者が最初からプロセスに参加する民主主義が何よりも
必要だ〞との主張でコメントを終えた。
　コン氏は、まず途上国では徴税能力が欠如しているので、地球的福祉のため
には地球的社会政策が必要で、そのためのグローバル・ガヴァナンスには政府
のみならず、市民社会の参加が重要である点を強調した。次いで、長年 ODA
で世界最大規模の拠出を行ってきた日本、ODAを開始して 15年が経過した
韓国、ODAを供与し始めたタイなどの東アジア地域の ODA政策と実績を振
り返りながら、〝残念ながら地球規模の貢献に対する真摯な議論がなく、グロー
バルなイシューはほとんど国際金融機関や EU、アメリカに任せっ放しになっ
ている〞との指摘がなされた。
　これらのコメントに対し、小川氏は〝国際機関内部や各国間で「貧困」につ
いて共通の定義がないことが問題だと考えるがどう思うか〞との質問、筆者か
らは〝IMFや世界銀行が構造調整政策（近年は貧困削減戦略プログラム）な
どを通じてコントロールを強めている中で、途上国はどうすれば社会政策を強
化することができるのか〞との質問が出された。
　この質問に対して毛利氏からは、〝近年とみに経済成長が著しい BRICs（ブ
ラジル、ロシア、インド、中国）は、IMFや世界銀行の強いコントロール下
でも経済政策の自律を確保しているよい事例になるのではないか〞との応答が
あった。
　フロアからは、〝ネオ・リベラリズム批判は「敵を見つけて叩く」アプロー
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チに陥らないか〞というコメント、〝今日述べられた意見や「スローガン」は
素晴らしいが、それらを現実化させるために必要なものは何なのかという議論
が欠落している〞との意見、〝通貨取引税を一つの国際機関が実施することに
なった場合、それは民主主義を掘り崩すことになるのではないか、民主的でな
い政府に通貨取引税の税収が入ると独裁を強めることにならないか〞などの質
問が出された。
　特に最後の質問に対してジュタン氏は、たとえば政府代表、雇用者代表、労
働者代表の協議で決定が進められる国際労働機関（ILO）が一つのモデルにな
ると主張した。つまり、“政府代表、国会議員、NGOや市民社会代表からな
る理事会と総会から構成され、民主的に運営される新しい機関を創ること、税
収を適切に管理できない政府には税収を渡さないで、政府が管理できるように
なるまで特別管理基金にプールするなどの方策により、国際機関の民主化と各
国政府の民主化を促すことができるはずだ”との意見が表明された。
　最後に、新しく設立された新研究センターに対する提案や示唆を小林氏が
求めたのに対し、ヘンダーソン氏は〝地球的福祉の構築に日本がどのような役
割を果たせるかという研究を行ったらよいのではないか〞との意見が出され
た。ジュタン氏は、〝すでに存在する地球的社会政策、グローバルな制度、国
際条約を評価することで、いかなる制度が地球的福祉に貢献できるかを探り、
その観点から国際機関の各地域への分権化など、地球的社会政策、制度、条
約の改革を提言することができるのではないか〞との提案がなされた。コン氏
は、〝自らが所属する大学と新研究センターの間で学生と研究者の交換プログ
ラムを進めることが考えられるし、中国も加えた日中韓の研究交流促進も射程
に入れるべき〞と論じた。
　人文社会科学研究科長の秋元英一氏の閉会あいさつでは、研究センター設立
までのいきさつや開発資金を調達する別の方法としてビル＆メリンダゲイツ財
団などの巨大財団が存在することが紹介され、大きな拍手を持ってシンポジウ
ムが閉じられた。
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おわりに
　このシンポジウムは、すべて英語で行われた（つまり通訳なし）にもかかわ
らず、総計 80名の参加があり、ここには紹介できなかったたくさんの意見や
質問もフロアから出され、盛会のうちに終了した。
　世界の貧困を専門的に扱っている研究機関は管見の限り、ブリストル大学タ
ウンゼント国際貧困研究センターやマンチェスター大学ブルックス世界貧困研
究所など極めて限られている。その中で、千葉大学が地球福祉研究センターを
設立し、21世紀 COEプログラムと協働しながら、世界の貧困問題の解決と
地球的福祉の確立に乗り出したことに対して、海外からの参加者たちは異口同
音にこの重要性を認め、大きな期待が表明された。
　新センターの初めてのイベントである国際シンポジウムが成功裡に終了した
ことは、センターにとってこの上ないスタートであり、これを契機に地球的福
祉の実現に向けて確実にインパクトを与え続けるセンターになっていくよう全
力を尽くしたい。　
（うえむら・たけひこ）
（2006年 11月１日受理）
